
奈良県事業承継ネットワーク参画機関一覧 
種別 機関名 電話番号 

                    政策金融機関 
 (株)日本政策金融公庫 奈良支店 0742-36-6702 

 (株)商工組合中央金庫 奈良支店 0742-26-1221 

民間機関 

 金融機関 

 (株)南都銀行 0742-27-1670 

 奈良信用金庫 0743-54-3117 

 大和信用金庫 0744-42-9001 

 奈良中央信用金庫 0744-33-3314 

 奈良県信用保証協会 0742-33-0559 

 商工会  奈良県商工会連合会 0742-22-4412 

 商工会議所 

 奈良商工会議所 0742-26-6222 

 大和高田商工会議所 0745-22-2201 

 生駒商工会議所 0743-74-3515 

 橿原商工会議所 0744-28-4400 

 業種別組合  奈良県中小企業団体中央会 0742-22-3200 

 士業団体 

 (一社)奈良県中小企業診断士会 0742-20-6688 

 奈良県司法書士会 0742-22-6677  

 奈良県行政書士会 0742-95-5400 

 奈良弁護士会 0742-22-2035 

 奈良県社会保険労務士会 0742-23-6070  

 日本公認会計士協会 近畿会 06-6271-0400 

 近畿税理士会  0６-6941-6886 

 経済団体 

 (一社)奈良県部落解放企業連合会 0744-23-3535 

 (一社)奈良経済産業協会 0742-36-7370 

 (一社)奈良県発明協会 0742-34-6115 

 損害保険  三井住友海上火災保険(株) 奈良支店 奈良第一支社 0742-30-3201 

公的機関 

 事業引継ぎ支援センター  奈良県事業引継ぎ支援センター 0742-22-0175 

 再生支援協議会  奈良県中小企業再生支援協議会 0742-26-6251 

 よろず支援拠点 
 (公財)奈良県地域産業振興センター 
 奈良県よろず支援拠点 

0742-81-3840 

行政機関等 
 

 国 
 経済産業省  近畿経済産業局 06-6966-6000(代)  

 財務省  近畿財務局 奈良財務事務所 0742-27-3161(代) 

 独立行政法人  (独)中小企業基盤整備機構 近畿本部 06-6264-8611(代)  

 県 

 奈良県産業・雇用振興部 産業政策課 0742-27-7005 

 奈良県産業・雇用振興部 産業振興総合センター 0742-33-0817 

 奈良県産業・雇用振興部 雇用政策課   
 プロフェッショナル人材戦略拠点 

0742-27-3171 

 市町村  http://www.pref.nara.jp/9686.htm ［奈良県HP 市町村長・役場所在地一覧］ 

事務局  財団 
 (公財)奈良県地域産業振興センター 
 奈良県事業承継ネットワーク事務局 

0742-93-8815 

平成30年６月2５日現在 

奈良県事業承継ネットワーク事務局 
〒630-8031 
奈良市柏木町129-1 奈良県産業振興総合センター３階 

公益財団法人奈良県地域産業振興センター 
事業化推進課 経営力向上支援係内 

 

ＴＥＬ．0742-93-8815 FAX ． 0742-36-4010 
E-mail：n-jigyoushoukei@nara-sangyoshinko.or.jp 
 

公益財団法人奈良県地域産業振興センター 
奈良県事業承継ネットワーク事務局 

あなたの事業承継
を応援します！ 

中小企業・小規模事業者の経営者の皆さまへ 

奈良県では、中小企業・小規模事業者の事業承継を進めるため、 
公益財団法人奈良県地域産業振興センターが核となり、商工会、 
商工会議所、金融機関、各種専門家団体等の支援機関と連携して 
支援活動を実施しております。 
＊中小企業庁の委託を受けた「プッシュ型事業承継支援高度化事業」の 
 取り組みを行うものです。 

 
 

まずはお気軽にご相談下さい。（相談は無料です。） 



START 

現在後継者は 
いますか？ 

廃業を 
お考え 
ですか？ 

事業承継を 
お考えですか？ 

事業承継計画書※ 

を策定していま 
すか？ 
 
  すでに策定 
    している 
 
    策定できて 
  いない 
 
    策定してみた 
    が、資金面に 
    問題がある 

円滑な廃業に向けて 
準備をしましょう。 

いいえ はい 

はい 

いいえ 

相談先 
・奈良県商工会連合会 
（商工会）・商工会議所 
・士業等専門家、金融機関 
・(公財)奈良県地域産業 
 振興センター 
・奈良県よろず支援拠点 等 

＊廃業に向けた手続き等の 
 アドバイスをします。 

相談先 
・奈良県事業引継ぎ支援センター 
・(公財)奈良県地域産業振興センター 
・金融機関 等 

後継者を見つけましょう。 

＊M＆A、第三者への承継、後継者マッチング等の相談に 
 応じます。 

廃業ではなく、 
この選択肢も 
あります。 

いいえ 

事業承継診断フローチャート 

事業承継の構成要素 

人(経営) 資  産 知的資産 

・経営権 
・後継者の選定・育成 
・後継者との対話 
・後継者教育 

・株式 
・事業用資産 
・資金、設備、不動産等 
・許認可 

・経営理念 
・経営者の信用 
・取引先との人脈 
・従業員の技術・ノウハウ 
・顧客情報 

＊後継者の育成には5年～10年 
 ほどかかることもあります。 

＊経営者の個人資産について 
 会社との関係を整理します。 

＊経営者と従業員との信頼関係 
 も知的資産の1つです。 

事業承継の相談先のイメージ 

中小企業 
小規模事業者 

 

経営者 
 

・奈良県商工会連合会（商工会） 
・商工会議所 ・金融機関 

・税理士 ・弁護士 ・公認会計士 
・中小企業診断士 等 

・奈良県事業引継ぎ支援センター 
・(公財)奈良県地域産業振興センター 
・奈良県よろず支援拠点 

身近な 
支援者 

専門的な
支援者 

公的な 
支援機関 

事業承継診断の実施や専門機関の紹介・斡旋をうけることが 
できます。経営の「見える化」、会社の「磨き上げ」といった 
事業承継に向けた準備について専門的な助言が受けられます。 

スペシャリストの立場で事業承継をサポートします。 

事業承継の専門家が在籍し、経営者からの相談に対応します。 
個別的な課題、事業承継計画の具体的な策定支援について外部 
専門家の紹介も行います。 

連携 

連携 

相談 

相談 

相談 

資金調達や債務整理を検討しましょう。 
 相談先 

・金融機関 
・(公財)奈良県地域産業振興センター 
・士業等専門家 
・奈良県中小企業再生支援協議会 等 

＊承継時に必要な事業資金の調達や 
 債務整理の相談に応じます。 

事業承継計画書を策定しましょう。 

＊事業承継の進め方を一緒に考えます。 

相談先 
・奈良県商工会連合会（商工会）  
・(公財)奈良県地域産業振興センター 
・奈良県よろず支援拠点  
・士業等専門家 ・金融機関 等 

 承継前の総点検をしましょう。 

相談先 
・奈良県商工会連合会（商工会） ・商工会議所 
・(公財)奈良県地域産業振興センター 
・奈良県よろず支援拠点  
・士業等専門家、金融機関 等 

＊経営の「見える化」、会社の「磨き上げ」の 
 支援を行います。 

はい 

後継者の育成に必要な期間 

中規模企業では9割以上、小規模事業者では8割以上の経営者が、後継者を育てるには3年以上の期
間を要すると答えています。 
その中でも、最多の期間は5年以上10年未満と回答されています。 
後継者を育てるのか、第三者に引継ぐのか、答えは見つかっていなくとも、早めの対策が必要です。 

資料：中小企業庁委託「中小企業の資金調達に関する調査」 
   (2015年12月、みずほ総合研究所(株))(再編・加工) 

初期相談は、お近くの市町村、商工会あるいは奈良県事業承継ネットワーク
事務局（（公財）奈良県地域産業振興センター）までご相談ください。 

Ｅ 

Ｄ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｂ 

Ｂ 

C 

C 

A 

A 

※事業承継計画書とは、中長期の経営計画に、事業承継の時期、具体的な対策を盛り込んだものです。 
 事業承継計画を立案するにあたっては、まず最初に会社をとりまく各状況を正確に把握することが必要です。 
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